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はじめに

掟近、JI I火による火災がどんどん町えていますⅢ件数だけでな く、火災全

体に1時める放火火災の比率が大きく付1びていることにも留意 しなければな り

ません。このため、火災によるlrt十を減らしていくには、「火火による火災J

の 予防対策だけでは 1分でなく、放火火災の防‖i対策が不可欠になっていま

す

ところが、放火火災は現代社会のイドみを体現している山iが強く、これを防

にすることは容易ではありません.|[公 令体でその防Hiを図っていく必要が

あるのです.

本稿では、このような状況を附まえ、最近の放火火災の実態とその防止対

策及び消防庁の取 り組み年について率理してみたいと思います。

1 放火火災の実態

m)放火火災件数の推移

[放火火災は増加の一途]

火災統i「li「放火火災Jは 、消防機関の前介の結果 「火災原因Jが 「放火J

と特定されたものを,れ まヽす.放 火火災の件教は、 F`成15年には8354件 で、

前年に比べ138件 (17%)増 加し、平成 8年 から 年ヽ連続して火災原因の ト

ップとなっています―

さらに、「放火」と特定されるまでに■らない 「放火の疑いJと されたも

のも合めると、このような 「放火火災 (以後、特に断らない限り、「放火J

と 「放火の疑いJを 合わせたものを指すことにします)」は、平成15年には

14061件で、全火災 (56333件)の 258%を 世fめるに●っています。｀
r成元

火災とご近所の底力
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年には8954件 (161%)で したから、1411間で件数も比率も約161キ増加し

たことになります ,ま た、この問の傾向を見ても、「放火火災」の件数はほ

ぼ正線的に増加しています (図1).

放火火災件数の推移
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[放火火災は昭和45年頃から急増]

合火災に|「める放火火災の比率の推移を調べてみると、昭和31年から昭和

45年頃までは大体 4～ 5%程 度で安定していたのですが、昭和45年を境とし

て急激に増加傾向に転じたことがわかります.以 後、ほほ直線的に増加傾向

を示し、今や20%を 大きく超える状況になってきています (図2).

放火が増えている直接の原因は、社会の歪みが大きくなり 「技火Jと いう

手段でストレスを解消しようとする人が増えていることだと考えられます

が、高度経済成長に伴う農村型共同体の崩壊といわゆる 「都市化Jの 進展に

その遠因があると考えられています.

高度経済成長の最終ステージに入った日n和40年代の半ば頃にようやく放火

火災の比率が急 L昇 し始めたということは、この問題が様々な要凶がからみ

あった複雑な側面を持っていることを示していると考えられます.
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全火災に占める放火火災の割合の推移

[放火火災だけが増えている]

原因り町に火災件数の推移を児ると、人開;分の要凶は減少傾向にあるのです

が、その中で 「放火Jだ けがな町 しています は13).こ のため、全体とし

ての火災発生件数は横道いになっています.

「1本の人ロキたりの火災発″L件独は、な米語■lに比べて桁違いに少なく、

|1本令体の火災発生件数 (56333件 (2003年))は 、ニューヨーク 1 li

(81930件 (1999年))よ りもはるかに少ないくらいです.こ れは、す「米|1本

の建物が木辻中心で火災に弱く、 しばしば街全体が供えてしまうような大火

を経験 して来たため、社会全体に 「火災を出さないJた めのノウハウの苦積

が進んでいることが理由だと考えられています,|1本 民族の心の氏に 「火は

肺いものJと いう清在意識が欧米f折IHの人々よりも強くlllり込まれているた

め、一人ひとりの火の扱い方が j申ですし、電気用it、電気配線、,f房機器、

暖房機器などの火災発FLtt Lll策が進むなど、11公システムの要所に火災を

出さないための仕打[みがおtみ込まれるようになって来ているのです.

「放火火災だけが増えているJと いうことは、|1本企体として、「放火さ

せない、されない環境づくりJに ついてのノウハウの開発や普及、蓄積が、
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「火災を出さないようにするJた めのノウハウの許積に比べて遅れているこ

とを意味しています.

121放火火災の実態分析

[放火に関する調査研究]

放火が火災原因として I要な位置を liめるようになってきたため、消防庁

では｀
r成 9年 度から2年 間、「防火対象物の放火火災予防対策に関する調杏

研究委員会 (奏典長 11原陽 横浜卜1立大学名イ1教授)Jを設置して及火の実

態と防 L策に関する様々な調査と研究を行いましたⅢまた、その調4研 究の

結米を未に、よr成11年1/に 「放火火災 予防対策マニュアルJの 形で全1司の消

防機関に配布しています―

放火防Iに対策を考えるにあたって、まず、その委!t会の報告書とマニュア

ル及び F`成15年版消防白羊特から、及火火災の特性について確理してみるこ

とにしましょう!

[放火は都市部に多い]

放火が青「市部に多いことはごrJ知lの方も多いと思いますⅢ放火火災が企火

災に占める制令を見ると、平成14年には、令 可平均では229%で すが、東京、

横浜など13大都市では351%(最 も高い大阪市は413%)に もなります。ち

なみに、この割合は昭和54年にはそれぞれ93%と 237%で したⅢ全国的に

「都市化Jが 進行している状況がうかがえる数字です.

放火火災件数を都道府県別に見ると、平成14年中に最も放火火災が多かっ

たのは東京都で2554件、次いで大阪lllの1431作、安知県の1287件 と続い

ています.逆 に、歳も少なかったのは竹賀県で33件、以 卜徳島県 (34件)、

島棋県 (36件)の llになっています

「都市化Jさ れた地域でlJk火が多いのは、都市′に活の孤独やストレスに加1

え、「周囲に自分を知る人が少ないので、放火してもわからないだろうJと

いう 「者「市の匠名‖ |が1大きいと考えられていますt

[放火火災はどこで発生するか]

r`成15年の火災統:十で枚火火災がどこで発4iしやすいかを地てみると、件

数的に最も多いのは 「建物火災J(が 放火によって発生する場合)で 6505件
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(建物火災4」体の200%)と なっています 2希 ilはllh ilのゴミ箱や屯||の

ポスターなどが燃える 「その他火災Jで 534〕件、次いで 「車ドj火災Jの

1953件 となります(

また、火災のlt対〔ごとに 「波火火災Jの ェlfめるキⅢ合を見てみると、最も|も

ぃ 「その他火災」では369%、 第21立の 「叫tばj火災Jで は265%と なってお

り、これらの火災についての対策を考える際には、「放火火災J対 策が特に

大きなウェー トをェiiめることがわかります

[放火の多い建物は]

どんな用途の4tr物が放火されやすいのでしようか―平成 9年 の数十で)とて

みましよう (表1)・

「
~~

表 1防 火対象物の用途別放火火災の実態 (平成9年中)
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件数的に見ると、)1倒的に多いのが 披fL t(1537件 )と 共同住宅

(1030件)で 、雑「ビル (857件)が これに続いています.ち なみに、44人

の死者を出したJr成13年の新宿雑属ビルの火災も及火の可能性が疑われてい

ます.

その他の用途では、倉庫 (221件)、事務所特 (219件)、学校 (196件)、店

舗 (196件)な どが多くなっています.

1万対象
｀
イたりの枚火件数で見ると、「停車場等」の1079件が飛び抜けて

おり、次いでキャバレー芋 (347件)、懐い場寺 (288件)力 特`に多くなって

います。

用途別の火災件数に占める放火火災の■」令で地ると、停車場等 (617%)、

壕1場牛 (500%)に 次いで、学校 (468物 )、駐車場等 (415%)、 は舗

(413%)な どが高 くなっています ―その次に高いのが神社 手院等

(380%)、 病院竿 (379%)と なっているのも気になるところです.

これらの用途を粧例すると、「外部から人11につかない場所に接近しやす

い建物ほど放火されやすいJと 要約することが出来るでしょうじ

[どこのどんな物に放火されるか]

建物火災の場合、「共用部分Jに 放火される場合が235%(玉 r成 8年 以 下

1可じ)で 最も多く、次いで 「合,1 物置J(230%)、 「爆 L、ベランダ、店

棋裏、床下、外田部等J(194%)の l llになっています=■ 然のことながら、

「外部から接近しやすいところに枚火される」ということです.

建物火災の場合、放火される物として最も多いのは 磯 雑類Jで 365%、

次が 「屑類Jで 202物 です.子 近な布や紙嘱などが火をつけられていること

がうかがえます。

放火されやすい場所のデータと合わせると、「タト古ほから接近 しやすいとこ

ろにおiや紙lFlなどがあると放火されやすいJと キうことがわかります。「建

物のH・lりに燃えやすいものを放置しないJと いうのが放火対策の本本だとい

うことです。

ただ、放火される物の第3位 が 「0火 性液体類J(74%)と なっているこ

とには留意しなければなりません,ガ ソリンや灯力“などを持ち込んで火をつ

けることも結構ある、ということだからです.
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建物火災以外の場合は、放火される場所と物として最も多いのが 「建物の

敦地内にある繊維類、用数、枯れ草、郵lr 新聞受けなど」で210夕 、 2希

Hが 「自動車年の外周部J(104%|、  3番 卜|が 「道路にlk置された繊維類、

は4類、ゴミ補年J(91%)と なっています―道路 lとのものに火をつけるより、

建物敗地内に入り込んで火をつける方が多いということに注意しなければな

りませんⅢ

また、「ri動車年の外 ll部Jと して rゃハイクのボデイカバーがねらわれ

ています。このようなデータを見ると、山動Ⅲやバイクのボデ イカバーを供

えにくいものにする (71J炎化)と 、放火によるlP4+が少なくなることも良く

'1解||1来るでしよう―

[単一放火と連続放火]

放火には、一人の枚火犯が 1 lⅢだけ放火するケース (Ⅲ 放火)と 、何度

も波火するケース (連続放火)と があります.

単 一枚火は、怨慎や保険金田ギ4てなどの叫山でターゲツトを定めて放火す

るケースが多く、連続放火は、ストレスの解消やスリルや興行を求めて行っ

た放火が打子になり何度も繰 i,込すようになってしまうケースが多いとilわれ

ています。

このため、単 一枚火と連続/t火とでは、そのlll向に進いが児られます

学―放火の場合は、「繁学律iで建物が密朱している地区」の 「道路が泉く

入り込んだ児J71しの悪い場所Jで 「車サ‖付ttの外lLl部Jや 「道路 Lの可燃物J

に 隊 夜、人通りが少ないli‖J帝Jに 放火される、というのが調在から得ら

れた典理的なモデルです.

一方、連続放火の場合は、「市街化の進む地|えJや 「飲食店、仕店が洸布:

した地|え」の 「通りから入った死角になる場所Jや 「街灯が少なく時い場所J

で 「LI車中の卓rl与Jや 「道路 上の口I株物Jに 「深技、人通りが少ない時|‖

脩」に波火される、というモデルになります

この両者の傾向の造いを知っておくと、地l lxで放火対策を考える際にイ「効

な場合がありますt

[放火犯のプロフイール]

｀
F成 2年から6年 までに放火犯として姉まった3212人 について、そのプ
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ロフィールを見てみましょう.

年締けりに見ると、「40～49歳Jが 225%で 姓も多く、次いで 「20～29歳J

の217%、 「30～39歳Jの 191夕 となっており、働き休りのlL年層が多いこ

とがわかります、

職米別に地ると、性も多いのが 「無職Jの 392%で す-2位 、 3位 は省略

しますが、第4位 に 「中学4il(45%)が 人っていることは注||されます.

1高校′上J(22%)、 「大学′IJ(06%)に 比べて格段に多くなっているのは、

思春期の不安定な精神状態が関係しているのでしょうか,ス トレスのたまり

そうな 「F備投11Jが01%と 少ないのも、 ま外と 言えば意タトです。

動機から兄ると、「限み イ1進 し|の 265物 力W「倒的に多く、第 2位 が

「lll神降十 共物 脇内IJ(127効 )、第31立が 1遊び スリルJ(89%)、 第

11立が 「萩Ⅲ卜青 販夕iJ(46%)、  第 51立 「riビ販ホ (38%)と 続いてV まヽ

す アメリカなどで多いと「iわれる 限 険令11 町`てJは 24%で 第61立です.

「この家に火をつけよう1と ターゲ ′卜を,ためて放火する例が意外に多い

ように地えますが、このデータが炊火犯として笥tまった人の統flだというこ

とを忘れてはなりません 動機のはっきりしている放火犯の方がす市まりやす

いでしょうし、放火も1件限りのものが多いでしょう これに対し、いわゆ

る 「愉快犯Jの 場合は、tllまりにくいし、44iまるまで何度も放火しているlr

能性が高いのです,旗 火件数にlfめる牛Ⅲ合で鬼てみると、かなり違った結果

になると思います

0放 火自殺の実態

[日本は放火自殺者が異常に多い]

日本の放火‖Ⅲ題を考える時、「放火山社1の ことは避けて通れません。「放

火白殺Jと は、山社のために山分ri身や山分がいる建物や,tなどに放火する

ことで、ガソリンなどをかぶって火をつけるいわゆる 「枕身山殺Jが 典tlで

す。

旗火由殺者の数は r`成 15年で815人ですが、これは火災による死者数

(2248人)の 363%に も当たります.火 災による死者の中にこれだけ高い比

率で放火自殺者が令まれていると、防火安令対策の効果の機証などに支キが
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生じます。このため、Fl本の火災統計では、「火災による死者Jは 、放火lf

殺者を 「含むJか 「合まない」かを必ず|イ別して表現するようにしているく

らいです。

諸外国の火災統ri卜で、このように 「放火ri社者Jを lX別しているものは

(調べた限りでは)あ りません。Hl年の韓IJの地 ド鉄火災を考えれば、「放火

白社Jそ のものは話外IHにも結柿あるのだと思います.|'本 の 「放火自社」

がこのように多いのが11本特右の現象なのか、i祐外ド1では 「放火白殺Jを 火

災統計の中に入れていないだけなのかはよくわかりませんが、話外「Hの中門

家と話をしたlltりでは、「:1本独特の現象ではないかJと いうのが私の考え

です.

[放火自殺者が増え始めたのは昭和41年以降]

火災統計に放火rl枚が初めて位置づけられたのは昭和41年 (1966年)の こ

とで、その数は47人、火災による死子独 (1111人 |の 42%で したo当 時、

ベ トナム戦争に反対するため、ベ トナムの伸1日が次々に枕身出社を田つたこ

とが大きく報道されました。そのことが少なからず関係しているのではない

か、とぃうのが私の推測です。

以後枚火自社者故は増え続け、H何和63年 (1988年)に 950人 (火災による

死なの449%)で ピークとなります.そ の後は減少lll向となりますが、訴i商

i[会のllt迷のせいか、可を成 7年 (1995年)の 536人を境に十年び単lJ l傾向を示

していますⅢ

[放火自殺者は壮年層が多い]

卜r成 14年中の放火白殺者 (863人)を 年齢別に)とると、50歳代が282人

(327%)と 'F倒的に多くなっていますぃ次いで40歳代が168人 (194%)、

60歳代が150人 (173%)と なっており、壮年lFlが放火出社者の中心となっ

ていることがわかります。50歳代の波火ri枝者数は、20歳代の45併 にもな

ります.

また、男女別に見ると、男性が589人で女性 (263人)の 22併 以 11になつ

ています。

波火白殺者の最も多い世代は次第に L井 してお り、1 9 7 9年(昭和5 4年)

は3 0歳代で したが、1 9 9 5年(平成 7年 )に は4 0歳代、2 0 0 0イi i (平成1 3年)
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は50歳代となっています=男 女の比■も焼近になって大きく広がる傾向が地

られます.ま た、職米別に見ると、最近は 「打職 |が大幅に増えているのが

同につきます.

いずれも、ネト済社公が低迷している状況が影を落としていることがうかが

えます

[放火自殺は屋外が多い]

前山の報riキの嗣介ネf来 (データは｀
r成 7ヽ 8年 )を 児ると、半数弱の人

が 「度外Jで 放火11殺しています 「自動中|の運転席J(16%)と 合わせると、

炊火白殺者の 3分の 2は他人に迷惑のかからない場所で焼身白殺しているこ

とになります しかし、残りの 3分の 1強の人は建物内部で放火することに

より山枚を田っており、この結果、放火山社のをき派えにより、年に10～20

人が亡くなっています

2 放火火災の防止対策

[放火の防止は 「手間」と 「人目」がキーワード]

「放火火災の防!LIのな本は 十炊火されない、放火させない、放火されて

も技キを大きくさせない」ということです.こ のことを木本Fl標として、仕

宅や//f物ごとの放火火災予防対策、地域ぐるみの活動、安令な町づくり、広

報や防火教育、行政の取 り和1みなどを行っていくことが必要です。

「放火されないJた めの米本は、「炊火されにくい環境を作っておくJと
いうことです!

放火の実態を分析すれば、故火しようとしたIP」に、手肘jがかかったり人口

につきやすかったりすればやりにくいことはけjらかですⅢ対症求法的には、

「手間Jと 「人|IJをキーヮー ドに、山来るだけ及火されにくい環境を作っ

ていくことが基本になりますⅢ

Ⅲ)住宅の放火対策

[戸建て住宅の放火対策]

戸建て住宅の場合、放火されないようにするにはどうしたらよいでしょう

か .
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放火犯に 「手間をかけさせるJ手 段 としては、「燃えやすいものを11宅の

周囲に置かないJこ とが木本です.不 用となった家Hl、廃材、占新聞などの

口r株物を白宅の周,1に不用|よに放世したり、夜のうちにゴミを出したりする

ことなどは論外です.

少し長く家をあける時には、新問がたまらないように関せ達をlLめるとか、

近隣の親しい人に鄭使物を故かってもらうなどの高ど慮も必要です。

また、車のボデイカバーを燃えにくい 「J IJ炎|キJに しておくと、なかなか

火がつかないので効果があります.

外|li時や就寝時は、住宅だけでなく、敦地の人りlI、Ⅲ序、合庫等は必ず

施錠します.信 人されて窃裕の li放火、などということのないようにするこ

とは当然ですが、窓の隙P母から火のついた紙用を放り込まれたりすることも

あるからです!

「人||を気にさせる1に は、夜問Hlり1で家の川げHをり1るくする、P,灯は終

夜点灯する、‖ヤい入り隅などの死角を作らない (どうしても,ビ角ができる場

合はそこに絶対に口「燃物を置かない)、堺を企細にするなど敷地内を外から

見えるようにする、などの対策が効果的です―

人の動きを感知して点灯する防犯|“明を1卜宅川'Hの要所に設置することな

どは、費用のキ1にとても効来があります.

[ご近所の底力]

放火を防1にするには、1問人の力だけでは限界があります

夜間のゴミ出し禁 Lを徹氏したり、1卜化川レ‖にHr燃物を放置しないように

したり、ド1灯を終夜点灯したり、白宅のltIの低本をX町り込んだりするには、

白治会などで中し合わせをし、みんなでヤっていくことが必要です。共IHの

生き地の低木を刈り込んだり高本の ド枝を落としたりして、見通しを良くす

るなど、近所の人達が協力して活動しなければならないこともあります.こ

のような活動を通じて、近所の人達が知|り合いになり、||十1ま識して振抄す

るような地域には、よそ者が入って来て枚火することは難しいでしよう!

また、街灯を増設したり、ゴミが持てられている■き地を小公同に整備し

たり、空き家や空き地の付理を持ちiに 徹底させたりするには市町村の力を

借りる必要がありますが、これらの施策を1問別にri iFi体に要求していくのも、
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地域の人達の 致した運動が最も効果があります(

近隣で連続放火事件が起こった場合には、た問パ トロールをしたり、ゴミ

置き場の近くに防犯‖1り1を設置するなど、14段より 段 Lの対策が必要にな

りますが、そのような場/1tにも、地域の人達の協力とIJllliが不可欠です.

このように、放火対策には、今はやりの 「ご近llFrの氏力Jが 必要ですし、

効果も高いのです.

[共同住宅や団地などの場合]

共Fl十1宅や川地などの場合は、Fi住十以外の人の出入りが容易だったり、

11位者間のコミュニケーションが希薄だったりする場合が多く、死角となる

場lllrも多いので、放火されるHrtヒ性はヽくなります!建 物が加す火構造の場合

が多く、個々の住戸へのダメージが少ないのが故いです_

1ルfの外にモノを放任しないよう行興を強化すること、出転草置き場や駐

li場、ゴミ集積所特の川lflの照明を明るくすることなど、管PIl組合や白治会

などがri頭をとって、店住者全,1で行う対策が必要になります.

共1可住宅の場合は、住民どうしの運帯感やコミュニケーションの不足が指

摘されていますが、村興打[合があるため、「t上宅管炉l」の ‐貫としてきちん

とした放火対策を徹底できる可有ヒ性もあります 上記 「ご近所の底力Jで 例

示した活動などと合わせて、8住 者が一体となった対策をとっていくと良い

でしょっ.

0事 業所の放火防止対策

[事業所の放火と防火管理]

建物に対する放火の 6幸!近くは住宅や共「J住宅以外の建物 (ここでは 「事

業所Jと 言うことにします)を 独とったものです。また、事業所火災の 2割 以

上は放火によるものです.

このため、放火火災対木は、Ⅲ業所の防火併理者の最も重要なイ「事の一つ

になります。

事業所は、不特定多数の人が利用するデパー トや劇場から、ほとんど人が

いない倉庫まで、その態様は様々ですので、放火対策を考える場合には、そ

の施設の特性に合わせる必要があります.
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事業所の旗火対策のうち、「放火されない環境づ くりJの 基本は、住宅の

場合とlHl様「子間Jと 「人HJで す,既 に述べた1十七の放火対策の考え方の

多くは事業所にも応用,「能ですが、それらに加え、以 卜のような事業所特rl

の対策を考える必要があります.

[入退出管理の徹底]

事業所の場合、「放火するには子間がかかる!よ うにする対策で最も効果

があるのは人pll山待川!の徹llRです。|どこでも良いから放火しようJと 思っ

ている放火犯が、わざわざ身分前に明許を児せなければ入れないような取地や

建物に入って放火する可能性は極めて低いからです

[立入禁止の徹底]

ィく特定多数の人が白山に出入り出来る施設の場合、1/K火犯が 「人liがない

部分」に接近すると及火される'f能/1iが高くなります

このため、まず 「関係者以外立人禁di lを徹底することが必要です。特に、

飲食店や物品販売庁i舗年と事務所等がrFLね:する施設では、時間村によっては

「店舗部分には多数の客がいるのに研務所H!分は無人Jと いうことがありま

す。こんな時に放火犯に事務所部分に入り込まれると、llk火された場合の人

命危険が極めて高くなりますので、絶対に防がなければなりません.

「立入禁 LJを 徹底するには、施錠やシヤッターなどで物川!的に||十人り||

を制限した にで、出入り 1部分にガー ドマンなどを内せrtして人ll l,付興をイi

うのが基本です.

[監視の厳しさのアピール]

不特定多数の人が利用する部分では、 トイレ、階段、順rドの人り隅などが

放火される場所の定番です,普 段あまり使わない階段にHl燃物を放置するな

どということは、放火を誘っているようなものです.ま た、家共売場、布川

先場など、体の密度が低いのに死Irlが多く,1聡物が多い場所は、特に注意し

なければなりません.

これらの部分は 1ヽ人奈11にするわけにいきませんので、「比られているJ、

「監祝されている」と波火犯に意識させるようにすることがポイントです

従業員やガー ドマンの見l「り、監祝カメラの設置などを意i載的にアピールし

て 「この施設は監祝が敗しいJと 思わせなければなりませんどこの子法は、
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施錠していない 「立人禁 LJ ttrFへの人りLIにガー ドマンなどを配置出来な

いような場合にもイr効です.

[炎感知器の設置]

「放火されても枚キを拡大させないJ対 策は、火災の早期発)と、初期消火、

i込速な通報 連絡と避難誘導など、基本的には通常の火災対策と,1じです。

ただ、rr3物の外部に放火される可能性がある場合は、炎のちらつきを感知し

て彗報を発する「炎感知器Jを要所に設置することも考える必要があります.

特に、外部から按近しやすい場所にある神社 仏閣などの文化財、危険物の

合庫などの場合は必須アイテムと言えるでしょう

3 放火火災防止対策についての消防庁の取り組み

[放火火災予防対策マニュアル]

放火火災のllJ L対策の基本は、11公令体にこれまで述べてきたような 「子

陪iJと 「人「IJを 基本とする対策を中ィじヽとした 「放火させない、されない環

境づくりJを 定若させることです。これにより、「放火Jと いう手段でスト

レスの解消を凹ることがしにくくなり、1/4火の減少につながると考えられる

からです。

このため、消防庁では、既に述べたように｀
r成11年度に 「放火火災予防対

策マニュアルJを 作成し、/rtltiの消防機関に肥打iしています。

このマニュアルには、建物の用途別に放火火災予防対策を細かく例示する

とともに、放火火災予防のための広報文の作成要領や広報文の例、学校、家

に、地llxそれぞれにおける枚火火災工71J教育の方法や内容、町ごとの放火さ

れにくさの診断方法、及火防止に効果のある設備や機器の紹介、行政面から

の放火火災予防対策の進め方などが詳しく述べられています。

現在、企卜1の消防機関では、機会をとらえて、このマニュアルをベースと

した放火対策を進めていますが、まだまだ不 十分で放火火災の減少には'っ

ていません。今後とも地域社会に枚火火災予防対策の半及と定着をねばり強

く行っていく必要があります.

[全国の連続放火対策事例の収集と紹介]

ある地域で連続波火事件が発生した場合には、 駐的な放火火災予防対策
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から 段階 Lげた対策が必要になります

追統1/x火事件が発4iすると、lF轄の消防機i瑚は関係機関や地域住民と協力

しながら様々な対策を,洋します.そ の中には、引ギ|に効果を Lげた対策もあ

ります.例 えば、連続FrA火事件たイ上地域で、 消坊Ⅲのサイレンのキが岡こ

えたら、 lfに灯 りを点けて窓をJlけてくださいJと 中し合わせたら、ピタ

ッと放火が起こらなくなった、という例があります 隣接地域に'と続放火が

移ったという報liもあるのですが、対JT療法としては非併に効米があるのだ

と思います.

消防庁では、企 可で 11人されているこの種の対策を1文集するとともに、1可

にⅢP,家を合めた連続放火対策チームを,生性して、連続放火寸1件が発生して

いる地域の消防本部と協力して対策を考え、その地jJxで実施してみて効果を

検罰:しています.

[放火監視カメラの開発と普及]

また、今年度の予算で、炎感匁l器とデジタルカメラを組み合わせた 「放火

監机カメラJを 開/Lt中ですっ連続放火がた11している地域にこのカメラを設

置して、放火の抑11カにするとともにあわよくば旗火犯の逮捕につなげよう

というわけです_現 れ:、名古L 市ヽポi防ljのけ‖発したカメラを連続放火が発Ji

しているなァ`市と八尾|けに設置して、検品Fを行っているところです  hl市に

おける検証により、効来的な設離位置、プライバシーの役年など1上民感情と

の調整、広報のあり方、ダミーの効米などについてのノウハウを搭積し、企

画の消防機関にお伝えしていく予定です.

[放火火災防止対策戦略プラン]

以上述べてきたように、放火の実態については既に詳細な分析が行われて

おり、それになづき放火対策の方法論についてもこれまでに祝ね出そろって

います.こ れからは、令ての市町村において、地域の実情に合った効果的な

故火対策をどうやって実施していくか、という段階に米ています.

このため、消防庁では、地域や由治体において枚火対策の英施状況に1瑚す

る自己評価を行い、自ら放火対策の改キをllめていけるよう、計価指針を作

成中です。この評価指針としては、 レーダーチャー トのような形で、それぞ

れの放火対策の現状を分析し、バランスのとれた効果的な対策を実施してい

- 1 6 -



けるようなものを校iJしているところです

評価指0で 地域や|1治体の炊火対策を出直:ヤ1いし、放火対策の様々なメニ

ューの中からそれぞれの夜情にイトった効オt的なけ木を究P貨していけるように

するため、今年度の サ1業として、 ,この|1抹とその進め方をパッケージにし

た 「放火火災防 L対栄戦略ブランJを お示しすることとしています―

また、来年度は、この 「放火火災防 L対策戒略ブラン|を コンピューター

化し、ポi防庁のホームベージに眼せることによ )、地lntゃ山治体の人たちが、

コンピューターの出F山Fの持示に従ってそれぞれに迪した放火対策を1荘じてい

けるようなシステムをl lF架して行くrたです

i卜町坊庁では、このような戦H待により、||イ(令体の放火対策のレベルアップ

を図り、 げt線に増加lしてきた放火件数にll iめをかけ、他の火災要 l.l同様、

"武少傾向に向かうようにしていきたいと考えています
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